
 

 

 

 

平成１９年度 

 

 

港湾局関係予算決定概要 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

平成１８年１２月２４日 

国 土 交 通 省 港 湾 局 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
                              

港湾局ホームページ http://www.mlit.go.jp/kowan/yosan/index.html 

問い合わせ先：国土交通省港湾局 電話 03-5253-8111（代表） 

項 目 担 当 者 内 線 

全     体 事 業 企 画 官：菊地、(久田) 46-304,(46-324)

港湾整備事業 計 画 課：幸田 46-323 

(ｽｰﾊﾟｰ中枢港湾関係) 港 湾 経 済 課：安部 46-814 

（環境関係） 環境整備計画室：土井 46-663 

民 間 連 携 事 業 民間連携推進室：中村 46-462 

海 岸 事 業 海岸・防災課：中川 46-714 

災害復旧事業等 災 害 対 策 室：小林 46-752 

行 政 経 費 総  務  課：雅樂川(うたがわ) 46-142 

その他施設費 計  画  課： 森 46-327 
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２．新規制度等 

 

事          項 

［港湾］ 

 

１．みなと振興交付金の創設 

港湾所在地の市町村等が行なう、国の認定を受けた「みなと振興計画」に位置づけられた事業

の実施に要する費用に対して所定の割合を交付するみなと振興交付金制度を創設する。 

 

２．廃棄物埋立護岸等の建設又は改良に係る国庫の負担又は補助の割合の引き上げ 

廃棄物埋立護岸又は海洋性廃棄物処理施設の建設又は改良に係る国庫の負担又は補助の割合

を１０分の２．５から３分の１に改める。但し、沖縄の港湾にあっては、１０分の３から２分の

１に改める。 

 

３．民間都市開発推進機構による出資等による支援制度の創設 

地域活性化基盤整備計画（仮称）に記載された臨港地区内の拠点施設の整備事業を行う民間事

業者に対する民間都市開発推進機構が行う出資等による支援制度を創設する。 

 

 

 

事          項 

［海岸］ 

 

海岸耐震対策緊急事業の創設 

   地震発生後の堤防・護岸の防護機能低下による浸水被害から人命や資産の防護を図るため、海

岸管理者が地域の実状に応じて緊急的に耐震対策を実施する「海岸耐震対策緊急事業」を創設す

る。 
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事          項 

［災害復旧関係］ 

 

災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業の拡充 

   洪水、台風及び外国からの漂流等により漂着したゴミが異常に堆積し、これを放置することに

より海岸保全施設の機能を阻害することとなる場合に、緊急的に大規模な漂着ゴミを処理するこ

とを目的として、「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」を拡充する。 

 

 

 

事          項 

［港湾（施設整備費(その他施設費)）］ 

 

港湾機能高度化施設整備費補助事業の拡充 

   港湾機能高度化施設整備費補助について、対象施設を拡充。 

・ コンテナターミナルのゲート前の渋滞を緩和するためのゲート前状況監視施設を整備する。

・ コンテナトレーラーの安全性を確保するための偏載監視施設を整備する。 

・ スーパー中枢港湾における、コンテナの迅速かつ円滑な搬出を支援するための立体式コンテ

ナ蔵置施設を整備する。（小口貨物積替円滑化支援施設の対象施設の拡充） 
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【港湾関係事業】 

１．港湾整備事業 
（１）国費                         （単位：百万円）  

所 管  区 分 
平成 18 年度 

予算(当初) 

平成 19 年度 

予算(案) 

対前年 

度 比 

国 土 交 通 省 216,381 209,661 0.969 

港 湾 局 164,935 165,414 1.003 

北 海 道 局  27,982 23,363 0.835 

都市･地域整備局  23,464 20,884 0.890 

（ 離 島 ） ( 17,168) ( 14,351) 0.836 

（ 奄 美 ） (  6,296) (  6,533) 1.038 

内   閣   府  25,703 24,449 0.951 

沖 縄 振 興 局  25,703 24,449 0.951 

計 242,084 234,110 0.967 

 

（２）重点事項（国費ベース）               （単位：百万円） 
平成 19 年度 

予算(案) 重   点   事   項 

平成18年度 

予算(当初)

 対前年度比

１ 国際競争力の強化『活力』 
① スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化 

② 港湾サービスの高度化・活性化 

③ 港湾におけるロジスティクス機能の強化 

２ 地域の活性化・都市再生『活力』 
① 我が国及び地域を支える物流基盤の整備 

② “みなと”を核とした地域の活性化 

③ 地域の主体的な取組を支援するみなと振興交付

金の創設 

176,235 

72.8% 
178,587 

76.3% 
1.013 

 

３ 安全・安心の確保『安全』 
① 大規模地震・津波等への対応力強化 

② 港湾・海域における保安対策の強化 

③ 技術基準への適合性確認制度の確実な実施 

9,099 

3.8% 
8,839 

3.8% 
0.971 

 

４ 柔軟で豊かな社会の実現『環境』『暮らし』
① 海面処分場の計画的な確保 

② 港湾行政のグリーン化の推進 

～環境に配慮した港湾整備～ 

③ 市民・民間との連携による交流空間の形成 

56,750 

23.4% 
46,684 

19.9% 
0.823 

 

合         計 242,084 234,110 0.967 

注１）数値の上段は国費、下段はシェアを表す。 

２）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 
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（３）新規着工施設 

事業名
［事業主体］

総事業費
（億円）

便益の主な根拠 Ｂ/Ｃ

東京港　中央防波堤外側地区
国際海上コンテナターミナル
整備事業
　　　［関東地方整備局］

495
［489］

H19 ～ H24
輸送コスト削減
（予測取扱貨物量：30万TEU/年）

3.1

横浜港　南本牧ふ頭地区
国際海上コンテナターミナル
整備事業
　　　［関東地方整備局］

435
［320］

H19 ～ H24
輸送コスト削減
（予測取扱貨物量：30万TEU/年）

3.6

東京港　中央防波堤内側地区
複合一貫輸送ターミナル
整備事業
　　　［関東地方整備局］

87
［74］

H19 ～ H24
輸送コスト削減
（予測取扱貨物量：57.5万トン/年）

3.2

和歌山下津港　北港地区
航路・泊地整備事業
　　　［近畿地方整備局］

12
［11］

H19 ～ H20
輸送コスト削減
（予測取扱貨物量：1,025万トン/年）

5.3

注１）［　　　］内は港湾整備事業費で総事業費の内数。

整備期間

 

 

（４）国庫債務負担行為 

  限度額６７，５６４百万円を認める。 

 

 

２．港湾関係民間連携事業 
国費                                          （単位：百万円） 

区   分 
平成 18 年度

予算（当初）

平成 19 年度

予算(案) 

対前年 

度 比 
備     考 

港 湾 民 間 拠 点 施 設 

整 備 事 業 費 補 助 

（仮称） 

0 300 皆増 
民間都市開発推進機構に対

する補助 

埠頭整備資金貸付金 2,501 2,495 0.998
外貿埠頭公社、ＰＦＩ事業者

等への無利子貸付金 

港湾開発資金貸付金 500 400 0.800
民間都市開発推進機構に対

する無利子貸付金 

港湾物流高度化基盤 

施設整備資金貸付金 
430 70 0.163

港湾物流高度化基盤施設整

備に対する無利子貸付金 

注１）本表の予算額は、港湾整備事業の内数である。 
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【海岸事業等】 
１．海岸事業 

（１）国費                          （単位：百万円） 

所 管  区 分 
平成 18 年度 

予算（当初） 

平成 19 年度 

予算(案) 

対前年 

度 比 

国 土 交 通 省 

港 湾 局 

北 海 道 局 

都市･地域整備局 

（ 離 島 ） 

（ 奄 美 ） 

25,583 

24,059 

274 

1,250 

1,080 

170 

         24,925 

23,309 

            319 

          1,297 

          1,252 

             45 

0.974  

0.969 

1.164 

1.038 

1.159 

0.265 

内    閣    府 

沖 縄 振 興 局 

805 

805 

            681 

            681 

0.846 

0.846 

計 26,388  25,606 0.970 

 

 

（２）重点事項（国費ベース）               （単位：百万円） 

平成 19 年度 

予算(案) 重   点   事   項 
平成18年度 

予算(当初) 

 対前年度比

１．安全・安心の確保『安全』 

① ゼロメートル地帯等における緊急津波・高潮対策の推進 

② 侵食対策の推進 

③ 津波・高潮防災ステーション等による海岸防災機能の高度化

④ 災害弱者対策の推進 

 

 21,686 

   82.2% 
 22,019 

   86.0% 
1.015 

 

２．地域の活性化・都市再生『活力』『暮らし』 

①観光振興等を通じた地域活性化に資する海岸の保全・創造 

②地域住民・ＮＰ０等と連携した住民参加型の海辺づくり 

 4,132 

   15.7% 
  3,172 

   12.4% 
0.768 

 

３．柔軟で豊かな社会の実現『暮らし』『環境』 

①ユニバーサルデザインによる快適な海辺の実現 

②海辺の環境の保全・創造 

    570 

    2.2% 
    415 

    1.6% 
0.728 

 

合         計  26,388   25,606 0.970 

注１）合計は四捨五入の関係で一致しない場合がある。 

 

 

（３）新規着工施設 
  

  《補助海岸》   ５海岸 

 

（４）国庫債務負担行為 
 

    限度額１，６５６百万円を認める。 
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２．災害復旧事業等 

国費                                  （単位：百万円） 

区   分 
平成 18 年度 

予算(当初) 

平成 19 年度 

予算(案) 
対前年度比 

 

災害復旧事業等 

 

1,252 

 

 

1,252 

 

 

1.000 

 



 8

【行政経費関係】 
国費 （単位：百万円）

平成18年度 平成19年度 対前年

    　　　　         区　　　　　　　　　　分 予算(当初) 予算(案) 度  比

施設整備費 822 801 0.974   

その他施設費 813 796 0.980

  港湾機能高度化施設整備費補助事業 553 668

　　(1)コンテナ物流円滑化共同利用施設（共同デポ） 290 110

　　(2)24時間フルオープン支援施設 17 71

　　(3)鉄道積替施設 77 23

　　(4)ゲート前状況監視施設・偏載監視施設 － 19 新規

　　(5)小口貨物積替円滑化支援施設 73 389

　　(6)循環資源取扱施設 66 18

　　(7)港湾保安・安全向上施設 30 39

  国土交通本省施設費 260 128

　　(1)港湾広域防災拠点支援施設　 260 128

その他の経費（地方整備局） 10 5

行政経費 3,412 3,210 0.941   

港湾物流情報ﾌﾟﾗｯﾄﾌｫｰﾑ実現に向けた共通ﾙｰﾙのﾓﾃﾞﾙ構築等 91 87

港湾地域における排出ガス対策の推進 23 29

ｽｰﾊﾟｰ中枢港湾における内航ﾌｨｰﾀﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸの構築のための社会実験 17 28

ｽﾋﾟｰﾃﾞｨｰでｼｰﾑﾚｽな港湾物流サービスの確保策の検討 － 24 新規

人材育成等の港湾保安総合向上化事業 17 17

改正SOLAS条約等を踏まえた総合的な港湾保安対策の確実かつ効率的な実施 14 12

沿岸域における適正な水域活用等促進 8 6

事業継続計画(BCP)による災害時の広域連絡体制の構築 － 6 新規

港湾運送事業の規制緩和の影響調査及び安定化推進のための調査検討 5 5

臨海部の再生に関する長期政策の検討促進 － 2 新規

老朽化化学兵器処理経費 2,289 2,289

その他の経費（港湾局） 84 32

四国地方整備局庁舎移転経費 82 37

九州地方整備局庁舎移転経費 90 16

公共工事における事業執行適正化 5 11

その他の経費（地方整備局） 682 605

その他の経費（地方運輸局） 5 5

非公共事業分合計 4,234 4,011 0.947   

注１）合計は、四捨五入の関係で一致しない場合がある。  
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みなと振興交付金の創設

【目的】

知恵と工夫をこらし“みなと”の振興を通じて地域の活性化を図る港湾所在市町村等の取

り組みを支援するため、「みなと振興交付金」を創設する。

【概要】

港湾所在市町村等が作成する「みなと振興計画」に基づき実施される事業の費用に充
当するための交付金。

○事業主体（交付先） ： 港湾所在市町村（港湾管理者との連携も可）

○交付対象事業 ： ◇基幹事業

係留施設、緑地、臨港道路等の港湾施設の整備

◇提案事業

地域の提案に基づく事業であって、基幹事業の整備と相まって、みなと振興

計画の目標を達成するのに必要不可欠な事業＜総事業費の２割以内＞

○交付限度額 ： 一定の算定方法により算出

○認定 ： ５年以内に達成する目標及びそのための事業等を記載した

「みなと振興計画」を一括して認定

○採択基準 ： 事業費１億円以上

○Ｈ１９予算額（国費） ： ５億円
施策効果

地
域
の
知
恵
と
工
夫
を
活
か
し
て
効
率
的
か
つ
効
果

的
に
み
な
と
の
振
興
、
地
域
の
活
性
化
を
実
現

◆施設整備と併せた社会実験等の実施による賑わい空間づくり
◆複数港の連携による交流拠点づくり
◆「みなとオアシス」の支援 等

活用イメージ

旅客ターミナルを中心
とした交流拠点

緑地プロムナード 放置プレジャーボートの収容施設

港湾整備事業



廃棄物埋立護岸等に対する支援拡充

【目的】

循環型社会の形成に向けた取り組みを推進するため、海面処分場（廃棄物

埋立護岸）、海洋性廃棄物処理施設の整備に対する国の負担又は補助の割
合を引き上げる。

【概要】

平成１９年度より港湾整備事業について下記の措置を講じる。

対象施設 ： 廃棄物埋立護岸、海洋性廃棄物処理施設

補助率の引き上げ ： 内地等 ２．５／１０ → １／３

沖縄 ３／１０ → １／２

一般廃棄物の海面処分比率（全国）の推移
出典：環境省資料より国土交通省港湾局作成
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海面処分比率は平成10年

から16年の間にほぼ倍増。

(東京港)(東京港)

浚渫土砂
一般廃棄物

海面処分場海面処分場

港湾整備事業



港湾における民間の拠点施設整備に係る出資制度の創設
～ 地域自立・活性化支援出資業務（仮称） ～

地域の自立・活性化を総合的に支援するため、都道府県が策定する地域活性化基
盤整備計画（仮称）に基づき、交付金事業と連携して臨港地区内に拠点施設を整備す
る民間事業者に対し、民間都市開発推進機構（民都機構）が出資等による支援を行う
制度を創設する。

ＩＣＩＣ

＜物流拠点形成イメージ＞ ＜観光・交流拠点形成イメージ＞

民間による拠点施設整備

（旅客ﾀｰﾐﾅﾙ、宿泊施設等）

【プロジェクトイメージ】

民間による拠点施設整備

（物流施設等）

都道府県による

道路、緑地等の整備

（交付金事業）

都道府県による

道路、緑地等の整備

（交付金事業）

事業リスク縮減
呼び水効果

特別目的会社 等

（民間）

出資等補助

民都機構国

民間金融機関 等

融資等

拠点施設
の整備

【支援スキーム】

港湾整備事業



スーパー中枢港湾プロジェクトの充実・深化

コスト・サービス水準について、横浜港では１９年度、大阪港、神戸港におい

て２１年度、東京港、名古屋港、四日市港では２２年度の目標達成を目指す。

スーパー中枢港湾（東京港、横浜港、名古屋港、四日市港、大阪港、神戸港）プロジェ
クトの予算額（国費）は５２４億円と港湾整備事業のおよそ４分の１を集中
対前年度比は約１．４倍へと大幅増（平成１８年度 ３８１億円）
コンテナ船の大型化に的確に対応した水深１６ｍターミナル（我が国最大）を、平成１８
年度の神戸港につづき、平成１９年度は東京港、横浜港において新規着工
阪神港の一開港化を平成１９年度に実施するなどプロジェクトの充実・深化に取り組む

スーパー中枢港湾（東京港、横浜港、名古屋港、四日市港、大阪港、神戸港）プロジェ
クトの予算額（国費）は５２４億円と港湾整備事業のおよそ４分の１を集中
対前年度比は約１．４倍へと大幅増（平成１８年度 ３８１億円）
コンテナ船の大型化に的確に対応した水深１６ｍターミナル（我が国最大）を、平成１８
年度の神戸港につづき、平成１９年度は東京港、横浜港において新規着工
阪神港の一開港化を平成１９年度に実施するなどプロジェクトの充実・深化に取り組む

アジアの主要港を凌ぐコスト・サービス水準（※）の実現を目標に、関係者
一丸となって先導的な施策を展開し、総合的な効率化を推進しているスー
パー中枢港湾プロジェクトの充実・深化を図る。
（※）港湾コストを約３割低減、リードタイムを３～４日から１日程度まで短縮

港湾整備事業他

( 神 戸 )

（ 大 阪 ）

( 四 日 市 )

( 名 古 屋 )

（ 横 浜 ）

（ 東 京 ）

京
浜
港

阪
神
港

伊
勢
湾

２２年度

（２０１０）

２１年度

（２００９）

２０年度

（２００８）

１９年度

（２００７）

１８年度

（２００６）

１７年度

（２００５）

１６年度

（２００４）

共同デポ、荷役機械等の整備

ＰＣ－１８②の整備 ターミナル全面供用ターミナル全面供用

目標達成予定目標達成予定

２４時間フルオープン支援施設、荷役機械等の整備

Ｃ－１２の整備等
ターミナル全面供用ターミナル全面供用

目標達成予定目標達成予定

本牧ふ頭の整備

荷役機械、共同デポ、鉄道積替施設の整備

ターミナル
全面供用

ターミナル
全面供用

目標達成予定目標達成予定

ターミナル全
面供用

ターミナル全
面供用

荷役機械、２４時間フルオープン支援施設、共同デポ等の整備

第１バースの整備
第２バース等の整備

目標達成予定目標達成予定

W80岸壁の整備

共同デポ、荷役機械等の整備

ターミナル暫定供用ターミナル暫定供用

目標達成予定目標達成予定

W8１岸壁の整備等 ターミナル
全面供用

ターミナル
全面供用

ターミナル
暫定供用

ターミナル
暫定供用

目標
達成
予定

目標
達成
予定

ターミナル
全面供用

ターミナル
全面供用

大井ふ頭における共同デポ、２４時間フルオープン支援施設等の整備

大井ふ頭のヤード拡張

南本牧ふ頭における整備・運営（25年度目標達成予定）

中央防波堤外側における整備

荷役機械等の整備

中央防波堤外側における
荷役機械等の整備

第２バース供用第２バース供用

東京湾口航路
整備完了

25年度運営開始（28年度目標達成予定）



東京港 中央防波堤外側地区

国際海上コンテナターミナル(水深１６ｍ)整備事業

とうきょうこう ちゅうおう ぼ う は て い そ と が わ ち く

１．事業の概要
東京港中央防波堤外側地区において、増大するコンテナ貨物や進展する

コンテナ船の大型化に対応するため、水深１６ｍの国際海上コンテナターミ
ナルの整備を行う。

２．事業の必要性
東京港においては、首都圏を中心とする経済活動に伴う物流の活発化に

より、国際海上コンテナ取扱量は増加の一途であり、平成１７年には国内で
最高となる３５９万TEUに達し、今後も順調な増加が見込まれている。
また、欧米と結ぶ国際幹線航路については、コンテナ船の大型化が進展

中であり、既存施設としては水深15ｍのコンテナターミナルが最大であるた
め、８，０００TEUクラスの大型コンテナ船に対応した水深１６ｍの国際海上
コンテナターミナルの整備が必要となっている。

３．事業計画
整備内容 ： 岸壁(水深１６ｍ)(耐震)、航路・泊地(水深１６ｍ)等
事業期間 ： 平成１９年度～平成２４年度
総事業費 ： ４９５億円

<港湾整備事業費 ４８９億円(うち国費２９１億円)>
Ｂ／Ｃ ： ３．１

港湾整備事業

【位置図】

東京港

臨港道路

ふ頭用地

航路・泊地（水深16m）

岸壁（水深16m）



横浜港 南本牧ふ頭地区

国際海上コンテナターミナル(水深１６ｍ)整備事業

よこはまこう みなみほんもく ふ と う ち く

１．事業の概要
横浜港南本牧ふ頭地区において、増大するコンテナ貨物や進展するコン

テナ船の大型化に対応するため、水深１６ｍの国際海上コンテナターミナル
の整備を行う。

２．事業の必要性
横浜港においては、首都圏を中心とする経済活動に伴う物流の活発化に

より、国際海上コンテナ取扱量は増加の一途であり、平成１７年には同港で
最高となる２７３万TEUに達し、今後も順調な増加が見込まれている。
また、欧米と結ぶ国際幹線航路については、コンテナ船の大型化が進展

中であり、既存施設としては水深１６ｍのコンテナターミナルを有する同港
においても、８，０００TEUクラスの大型コンテナ船に対応した水深１６ｍの
国際海上コンテナターミナルの増設が必要となっている。

３．事業計画
整備内容 ： 岸壁(水深１６ｍ)(耐震)等
事業期間 ： 平成１９年度～平成２４年度
総事業費 ： ４３５億円

<港湾整備事業費 ３２０億円(うち国費１９２億円)>
Ｂ／Ｃ ： ３．６

港湾整備事業

【位置図】

横浜港

ふ頭用地

岸壁（水深１６m）（耐震）



東京港 中央防波堤内側地区

複合一貫輸送ターミナル(水深９ｍ)整備事業

とうきょうこう ちゅうおう ぼ う は て い う ち が わ ち く

１．事業の概要
東京港中央防波堤内側地区において、増大する国内ユニット貨物やＲＯ

ＲＯ船の大型化に対応するため、水深９ｍの複合一貫輸送ターミナルの整
備を行う。

２．事業の必要性
東京港においては、環境負荷が少なく輸送効率の高い国内海上輸送の

利用を促進しており、陸上輸送と海上輸送を円滑かつ迅速に接続するため、
ＲＯＲＯ船の大型化に対応した複合一貫輸送ターミナルの整備が必要となっ
ている。

３．事業計画
整備内容 ： 岸壁(水深９ｍ)(耐震) 、泊地(水深９ｍ)等
事業期間 ： 平成１９年度～平成２４年度
総事業費 ： ８７億円

<港湾整備事業費 ７４億円(うち国費４１億円)>
Ｂ／Ｃ ： ３．２

港湾整備事業

臨港道路

ふ頭用地

岸壁（水深９m）（耐震）

泊地（水深９ｍ）

【位置図】

東京港



和歌山下津港 [北港地区] 航路・泊地整備事業(水深１４ｍ)
わ か や ま し も つ こ う ほ っ こ う ち く

１．事業の概要
和歌山下津港北港地区において、鉄鋼原料を輸入する大型船が安全かつ

効率的に運航できる状況とするため、鉄鋼港湾制度により水深１４ｍの航路・
泊地の整備を行う。

２．事業の必要性
北港地区の航路・泊地(水深１４ｍ)は、昭和３０年代から４０年代前半にかけ

て、鉄鋼港湾制度等により整備している。しかし、その後の埋没の進行により、
大型船の積載貨物量を制限するなど､非効率な輸送が常態化している。

このため､航路・泊地の機能を早期に回復し､鉄鋼原料を輸入する大型船
の安全性と運航効率の向上を図ることが必要となっている。

３．事業計画
整備内容 ： 航路・泊地(水深１４ｍ)
事業期間 ： 平成１９年度～平成２０年度
総事業費 ： １２億円 うち港湾整備事業費 １１億円

（うち国費３．５億円、受益者負担額５．４億円）

Ｂ／Ｃ ： ５．３

和
歌

山
県

位置図

航路・泊地(水深14m)

和歌山下津港

航路･泊地埋没区域

住友金属工業（株）和歌山製鉄所 紀

川
ノ

港湾整備事業
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港湾整備における投資の重点化

・国際競争力の強化、安全・安心の確保という政策課題に対し、港湾分野において対応
すべき重点課題である「スーパー中枢港湾プロジェクトの推進」及び「港湾における地震
災害への対応力強化」に予算配分を重点化

・「地方港湾の整備」及び「重要港湾における小規模施設等の整備」の投資を抑制

１．平成１９年度予算における投資のメリハリ
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【ハリ】

【メリ】

＋３７％

＋２０％

△１８％
△１２％

２．重点化推進のための取組み

（１）既存ストックの有効活用

【図１】係留施設の建設工事に占める改良工事のシェア

・新規施設の「建設」のみならず、既存ストックを適切に「改良」することによって、その質
を減ずることなく有効に活用していく。

⇒係留施設の建設工事に占める改良工事のシェアは、この８年間でほぼ３倍に
（平成１１年度：１６％ → 平成１９年度：４７％（予定））【図１】

26億円127億円154億円
港湾における地震災害
への対応力強化

143億円381億円524億円
スーパー中枢港湾プロ
ジェクトの推進

増△減
平成18年度
予算（当初）

平成19年度
予算（案）

ハリ

△25億円214億円189億円
重要港湾における小規
模施設等の整備

△65億円364億円298億円地方港湾の整備

増△減
平成18年度
予算（当初）

平成19年度
予算（案）

メリ

港湾整備事業

注）増△減額は平成19年度予算（案）から平成18年度予算（当初）
を引いたものと四捨五入の関係で一致しない場合がある。



港湾管理者と国が連携しながら政策的に港湾の統合を進め、分散投資の解消を図る
こと等により効率的・効果的な港湾の投資・運営をめざす。

⇒約２０港（約３０港→１０港程度）の港数削減を予定

⇒港湾統合により約２０億円の後年度事業費を縮減

地方港湾における事業を厳に抑制
⇒事業実施港数【図２】

平成１９年度 １６０港（予定）：対前年度比▲１０港、平成８年度比▲６２％

重要港湾の小規模施設等の新設を厳に抑制
⇒事業実施箇所数【図３】

平成１９年度 ６４７箇所（予定）：対前年度比▲５３箇所、平成８年度比▲５２％

（２）事業実施港・箇所数の絞込み
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（３）港湾統合の推進による投資の縮減

港湾整備事業

【図３】重要港湾における事業実施箇所数

【図２】地方港湾における事業実施港数



港湾管理者と国が連携しながら政策的に港湾の統合を進め、分散投資の解
消を図ること等により効率的・効果的な港湾の投資・運営をめざす。平成１
９年度は、約２０港（約３０港→約１０港）の港数削減予定

港湾統合の推進

＜統合による効果＞

・港湾の施設などの投資効率化

→ 適切な機能の分担、配置計画及び整備計画
（平成１９年度統合検討港湾の後年度事業費を約２０億円縮減）

・港湾運営の効率化

→ 各種手続、事務の省力化

港湾統合支援措置（港湾施設改良費統合補助）

市町村管理港湾に係る補助採択基準の引き上げ（H16：5,000万円→H19:8,500万円）
に際し、平成17～19年度の3年間に国土交通大臣が同意した事業計画に基づく事業に
ついては引続き5,000万円に据え置き。

事業計画を優先的に採択。

鬼脇（おにわき）港

（北海道）

（熊本県）

唐隈（からくま）港
城川内（じょうかわうち）港
小浜（おはま）港
浜漉（はますき）港
北方崎（ほっぽうざき）港

（鹿児島県）

（愛媛県）

【主な統合検討港湾】

鴛泊（おしどまり）港

生名（いきな）港
立石（たていし）港

県内 港湾 （10港程度）

港湾数の推移

口之福浦（くちのふくうら）港
浦底（うらそこ）港
脇崎（わきざき）港
加世堂（かせどう）港
本浦（もとうら）港
白瀬（しろせ）港
諸浦（しょうら）港

900
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1100

平成17年4月 平成18年4月 平成19年4月頃 平成20年4月頃

1,079港

1,070港
1,020港程度

1,000港程度

※５６条港湾を含む

港湾整備事業



海岸耐震対策緊急事業の創設

○○市役所

耐震性なし

（事業対象箇所）

耐震性なし

（事業対象箇所）

耐震性あり

耐震性あり

○○海岸

◆◆海岸 △△海岸

◆◆海岸と△△海岸を一体施工

一連の防護区域
一連の防護区域

ゼロメートル地帯等で
地域中枢機能集積地区
ゼロメートル地帯等で
地域中枢機能集積地区

事業計画を策定し、
５年程度で緊急対策●ソフト対策との連携

・避難体制、ハザードマップ、情報提供等
●ソフト対策との連携
・避難体制、ハザードマップ、情報提供等

●関係機関との連携
・各海岸管理者、市役所、消防署、学校等
●関係機関との連携
・各海岸管理者、市役所、消防署、学校等

【目的】

堤防・護岸の耐震対策を海岸管理者が地域の実状に応じて緊急的に実施することによ

り、 地震発生後の堤防・護岸の防護機能低下による浸水被害から人命や資産の防護を

図ることを目的とする。

【概要】
（１） 対象地区

・ゼロメートル地帯等で地域中枢機能集積地区（背後地に救護、復旧等の危機管理を
担う施設（市町村役場、警察・消防署、病院等）がある地区等）を有する海岸。

（２） 事業計画
・海岸管理者が策定する５年程度の海岸耐震対策緊急事業計画（以下「事業計画」とい
う）に基づき実施海岸を採択

・事業計画には成果目標を定めるものとし、事業完了後、速やかに事業効果等につい
て評価を行い、公表するものとする。

・成果目標を定めるにあたり、一連の防護区域にかかる関係機関との連携や防護区域
内のソフト対策との連携等について検討を行うものとする。

（３） 事業規模
・事業計画に位置付けられた海岸毎の総事業費が以下のとおりであること。
①都道府県が行うもの ５，０００万円以上
②市町村が行うもの ２，５００万円以上

（４） 事業内容
・堤防・護岸の耐震対策等

（５） 補 助 率
・１／２等

海岸事業
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海岸事業における投資の重点化

【平成１９年度予算におけるメリハリ】

ゼロメートル地帯等における緊急津波・高潮対策に対応して、緊急津波・高潮対

策への投資の重点化を図る一方、海岸環境整備事業の投資の縮減を図る。 （図１）

⇒「ゼロメートル地帯等における緊急津波・高潮対策」に対する投資の重点化は、１９年度

予算案では、昨年度予算に比べ１５億円増（対前年度比 １５．０％増）

⇒海岸環境整備事業における投資の縮減は、平成１９年度予算案では、昨年度予算に

比べ４億円減（対前年度比 △２７．３％）

【事業実施箇所数の絞り込み】

コスト縮減と事業実施箇所の選択と集中とを一層推進し、供用効果の早期発現を図る。

⇒事業実施箇所数 （図２）

１９７海岸 （対前年度比△８．８%（△１９海岸）、平成８年度比△４６％）

平成８年度比

４６％減
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116億円 101億円 15億円

ハリ
平成19年度
予算（案）

平成18年度
予算（当初）

増△減

ゼロメートル地帯等における緊急津
波・高潮対策

10億円 14億円 △4億円

増△減

海岸環境整備事業

メリ
平成19年度
予算（案）

平成18年度
予算（当初）

図２ 事業実施箇所数

図１ 平成１９年度予算におけるメリハリ

海岸事業



「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」の拡充

【目的】

洪水、台風及び外国からの漂流等により漂着したゴミが異常に堆積し、これを放置するこ

とにより海岸保全施設の機能を阻害することとなる場合に、緊急的に大規模な漂着ゴミを

処理することにより、災害の防止を図り、もって国土の保全と民生の安定に資することを目

的とする。

【概要】

大規模な漂着ゴミは、海岸堤防・砂浜等の消波機能の低下、水門の防潮機能への障害

等、海岸保全施設の機能阻害の原因となることから、以下の２点について制度拡充する。

① 本事業で処理できる対象を、大規模な「流木等」に限らず「漂着ゴミ」にも拡充

② 補助対象となる処理量を現行の「漂着量の７０％」から「漂着量全量(１００％)」

に拡充

 大規模な「流木等」及び「漂着ゴミ」

により、消波工が目詰まり 

消波機能が発揮されず、

背後の人家へ越波被害 

越波 

大量のゴミが漂着した海岸 

災害復旧



ゲート前状況監視施設・偏載監視施設の整備（平成１９年度新規）

○コンテナターミナルに出入りする車輌の集中により、ゲート前及び周辺道路の混
雑が深刻化しており、迅速な物流に大きな影響を与えている。

○また、昨今、コンテナ内の積荷の偏載に伴う輸送中のコンテナ車輌の転倒事故が
増加。

○コンテナターミナルのゲート前の渋滞を緩和するためのゲート前状況監視施設及
びコンテナトレーラーの安全性を確保するための偏載監視施設の整備を支援し、
スーパー中枢港湾の機能高度化を図ることとする。

その他施設費

 

路線バスも
渋滞待ち

ゲート前の状況が
分からないため、
渋滞エリアに進入

偏載による転倒事故！
基幹道路交通に影響

共同デポ

 

偏載監視施設
搬出入車輌の道路走行の
安全性を確保

○
○
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○
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○
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ゲート前状況監視施設
周辺状況をドライバーや運送会
社等が把握することによって混
雑時の輸送貨物の変更や共同
デポへの仮置きが可能

※全国共通のIDカード
を使用

過積載、偏載車両の監視



平成１９年度末に供用を開始する川崎港東扇島地区基幹的広域防災拠点のＢＣＰを策定する
ために必要な経費を措置。

東京港

川崎港

横浜港

千葉港

東扇島地区
（約15.8ha）

物流コントロール
・物資搬入計画の作成
・物資輸送の実施

合同現地対策本部
・災害情報の取りまとめ
・災害応急対策の調整、

実施等

有明の丘
（約13.2ha）

川崎港東扇島地区のイメージパース

川崎港東扇島地区の災害時のロジスティックセンターとなる基幹的広域防災拠点は、平成１９
年度末の供用が予定されている。

首都直下地震など首都圏の大規模災害発生時には、川崎港東扇島地区において、緊急物資
の受け入れ・仕分けを行い、陸上・海上輸送により緊急物資を必要とする場所への配送を、関係
機関と一体となって進めることとなる。

「首都直下地震対策大綱（平成１７年９月、中央防災会議決定）」においては、大規模災害等に
よる被害を最小限に抑えるため、事業継続計画（BCP）の策定などによる、事前のソフト対策の重
要性が指摘されている。これに基づき、東扇島基幹的広域防災拠点においても、平成１９年度末
の供用までにＢＣＰの策定を進める。

港湾におけるＢＣＰの策定に向けた取り組み

【目的】

【内容】

行政部費

ＢＣＰ （事業継続計画：Business Continuity Plan） とは、不測
の事態（危機、災害）など被害を受けても業務が中断せず、ま
た、中断した場合も可能な限り短い期間で回復するため、事
前に、継続することが必要な業務の選定、業務を継続するた
めの人的・物的資源の割当て、組織・権限などを定めたもの。

（15.8ha）

 湾内への緊急
物資の搬出

緊急物資の
搬入・搬出支援

湾外からの緊急
物資の受入

首都高速湾岸線

水上輸送
港湾広域防災拠点支援施設

耐震強化岸壁（-7.5m）

耐震強化岸壁（-12m）

N

緊急物資の
搬入

内閣府
物流ｺﾝﾄ
ﾛｰﾙｾﾝﾀｰ

川崎市方面

至

東
京

至

横
浜

※ 関係機関としては、港湾管理者、船舶の運航を
行う海運事業者や荷揚げ・荷捌き業務を行う港湾
運送事業者、税関・出入国管理・検疫（ＣＩＱ）など
の港湾関係者、内閣府、海上保安庁等を想定。

今後のスケジュール
19年夏 ：ＢＣＰ素案の策定
19年秋 ：ＢＣＰ素案に基づく防災訓練の実施
19年度中：上記訓練に基づき見直しを行い

ＢＣＰを完成
19年度末：東扇島地区の基幹的広域防災

拠点の供用開始

・都市再生本部都市再生プロジェクト第１次決定（Ｈ１３．６）
・首都圏広域防災拠点整備協議会において計画決定

東扇島基幹的広域防災拠点の位置付け




